
科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

３２４０４

基盤研究(B)

2014～2011

複数用途間の外部性を考慮した土地の有効利用に関する理論的実証的研究

The theoretical and empirical research on land use that included the land use 
externality between multiple land use

８０３３７４９３研究者番号：

宅間　文夫（TAKUMA, FUMIO）

明海大学・不動産学部・准教授

研究期間：

２３３３００９５

平成 年 月 日現在２７   ６ １７

円    14,700,000

研究成果の概要（和文）：本研究は，(i)隣接用途土地への用途転用による需給関係，(ii)隣接用途土地への土地利用
外部性による影響，の2点を考慮して土地利用政策を検討するための枠組みを提案するものである．このため，Alonso
型モデルの文脈の意味で隣接した異なる用途土地市場で用途転用による需給関係と土地利用外部性を考慮し，複数の用
途土地からなる土地市場を内包した都市圏モデルを構築し，実証分析で推計した土地利用外部費用をパラメータとし，
土地利用政策を数値解析的に分析する枠組みを提示した．

研究成果の概要（英文）：Considering that (i)the supply and demand relationship with land-use conversion 
between adjacent zoning, and (ii)the impact of land use externalities brings to the adjacent zoning, and 
this study propose a framework for analyzing the land use policies. For this reason, we extend the Alonso 
model and developed a metropolitan area model that included the land market consisting of multiple 
zoning. In addition, we estimated the several types of land use externalities. We presented a framework 
for numerical analysis analysis of the land use policy.

研究分野：都市経済学，地域経済学
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１．研究開始当初の背景 
 標準的な都市経済学(金本(1997))では，単一
の用途地域内あるいは複数の用途地域間（例
えば，住居系用地と工業系/商業系用地）にお
いて外部性が発生する場合には最適な土地
利用を達成するための一つの政策として，ピ
グー課税を用いて外部不経済の発生者に適
切に負担させる政策が提案されている．一方，
現実社会では，土地利用の外部性が都市計画
法による用途地域の指定でコントロールさ
れている．用途地域制のように土地用途を直
接規制する方法は，最適な土地用途やその宅
地面積が把握可能であれば外部性をコント
ロールすることができる一政策である．一般
に，経済成長期にはオフィスや商業施設の宅
地需要が活発になり，人口減少期には住宅用
地の需要が減少することが予想される等，社
会経済状況を大きく変化させる要因は最適
な土地利用をも大きく変化させることが知
られている．すなわち，社会経済状況が変動
する経済社会においては，最適な土地用途や
その面積を固定的に（非弾力的に）決定する
直接規制は好ましくないといえよう．この問
題は，都市的用途土地と農業用地の間にも存
在し，都市的用途間の問題とは異なる要因に
より生じる．金本(1997)や山崎・井出(1997)
で指摘されているように，農地は転用が規制
されるだけでなく，農地の固定資産税や相続
税が減免されているため，転用のインセンテ
ィブが低く，社会経済状況に応じた都市的用
途土地への弾力的供給が阻害されている．一
般に，住居地域や商業地域，工業地域，都市
外側に広がる農業地域の土地は，隣接する用
途に転用可能であることから，それぞれの土
地が Alonso 型モデルの文脈において連関関
係にある．即ち，複数用途土地の有効利用を
検討するには，単一用途に注目した分析では
不十分で，用途土地相互間の需給関係を市場
メカニズムで捉え，全ての用途土地からなる
土地市場の市場均衡を考慮する枠組みが必
要となり，申請者らは本研究の基礎となる研
究を個別に行ってきた． 
 用途土地間の需給関係を考慮する枠組み
の基礎としては，申請者（ Takuma and 
Sasaki(2000)や宅間・安藤(1999)）らが開発し
た都市圏モデルがある．これは Alonso型都市
経済の枠組みに生産者としての農家を導入
し，都市的用途土地と農業用地の二種類の用
途からなる土地市場を記述し，都市部や農村
部に関する政策が土地市場にもたらす影響
を分析可能とする．この都市圏モデルは，全
ての土地用途からなる土地市場の市場均衡
を記述し，土地利用政策が土地市場にもたら
す影響を住居系用地や工業系用地，商業系用
地，農業用地の相互間の需給関係を考慮して
分析する枠組みを構築する際に参考となる． 
 各用途土地市場は，宅地が隣接する用途地
域の宅地へ転用可能であるという意味にお
ける需給関係だけでなく，例えば，外部不経
済の発生源である工業地域が住居地域に隣

接立地した場合は工業地域から住居地域へ
負の土地利用外部性をもたらす意味におい
ても隣接する各用途土地市場は連関関係に
ある．土地利用外部性を分析した多くの既存
研究が，単一の用途地域にのみ注目し，隣接
する用途地域との連関関係を考慮できず，精
緻的な分析ではない．本研究は，(a)隣接用途
土地への用途転用による需給関係，(b)隣接用
途土地への土地利用外部性による影響，の 2
点を考慮した枠組みを構築するため，前述の
都市圏モデルによる分析に先立って，住居系
/工業系/商業系用地が持つ土地利用外部性を
把握する必要があり，後述する申請者らの既
存研究がその基礎となる． 
 (i)住居系に関しては，申請者(宅間(2007, 
2008))が，密集市街地の外部性（例えば，延
焼危険性や倒壊危険性，避難路・避難場所の
安全性）の外部費用を，ヘドニック関数を
OLS推定で検討しているが，密集市街地域内
を対象とし隣接地区を考慮できない実証モ
デルであり，また，密集市街地の住環境水準
の低さが住宅投資を抑制して，長期的視点か
ら住宅環境の水準をさらに低くするという
内生性の問題を考慮できておらず，本研究が
必要とする各用途土地市場が連関した枠組
みに拡張する必要がある．(ii)工業系に関して
は，研究分担者（伊藤(2009,2010)）が，各工
業団地の高速道路や港湾へのアクセス性や
造成計画の有無，都道府県のレベルの製造業
の状況等が工業団地の価格や企業の付け値
に与える影響をランダム付値二項ロジット
モデルで検討し，工業地の地価形成要因を明
らかにしている．しかし，標準的な都市経済
学で議論されるような住宅地へ及ぼす外部
不経済の視点からの検証が行われていない
ため，推計された付値関数にはバイアスが残
っていると考えられ，工業用地と住宅用地の
需給関係を的確に捉えることができない．工
業用地の土地利用外部性を推計するには，工
業用地の外部性を考慮した住宅地と工業用
地からなる実証モデルを構築する必要があ
り，本研究では伊藤(2009,2010)らの研究を基
礎として拡張する．(iii)商業系に関しては，
申請者（杉野・宅間(2010)）が事業用土地の
取引がどのような要因によって影響を受け
るのかを都道府県別企業別のパネルデータ
を構築して実証的に分析を行い，また，研究
分担者（井出・浅田(2010)）が企業の土地保
有個票データを用いて，企業土地取引行動を
分析している．これらの研究は企業の土地取
引行動の要因を一定程度明らかにしている
が，商業地域における企業集積の経済を考慮
していない．このため，商業地が持つ外部経
済がもたらすバイアスを取り除けておらず，
複数用途土地の需給均衡モデルに援用でき
ない．商業地に関する既存研究には，八田・
唐渡(2001,1999)や唐渡(2000)らが容積率規制
の緩和が都心の労働生産性上昇に与える影
響を実証的に分析しており，Mills(1980)らの
系譜では容積率規制の緩和が与える効果を



容積率売買市場で理論的分析を行っている．
しかし，これらの既存研究は土地の有効利用
という観点から議論されていない．商業地が
持つ外部性には集積の経済（外部経済）と通
勤者増加による外部不経済の二足面があり，
複数用途土地の需給均衡モデルには，この二
足面を考慮できる実証モデルの再構築およ
び実証分析が必要となる． 
 以上，申請者らは，本研究が問題意識とし
て捉えている，(a)隣接用途土地への用途転用
による需給関係，(b)隣接用途土地への土地利
用外部性による影響，の 2種類の意味で複数
用途土地が連関関係にある土地市場を検討
するための基礎的な研究下地が整っている． 
 
２．研究の目的 
 標準的なミクロ経済学では外部性の問題
に関して，行動を直接規制する指導・監督政
策よりも，ピグー課税（あるいはピグー補助
金）によりインセンティブを与える市場重視
政策を提案する．その理由は，行動を直接規
制する政策は政府が市場参加者の行動や生
産技術等について十分に知っていなければ
直接規制を最適水準に決めることが困難で
ある一方，ピグー課税（補助金）政策が市場
メカニズムを通して，直接規制よりも効率的
に外部性をコントロールできるためである．
現実の都市は，土地用途及び面積が用途地域
制度で直接的に規制されているため，社会的
総余剰の観点から，各用途面積が最適な水準
でない可能性がある．一般に，経済成長期に
はオフィスや商業施設のため商業系用地の
需要増加が予想され，人口減少期には住居系
用地の需要減少が予想されるように，社会経
済状況の変動は最適な用途面積を変化させ
る．多くの既存研究は土地用途面積が非弾力
的であると仮定して，単一の土地用途に注目
して理論的・実証的に分析しており，社会経
済状況の変動を考慮した土地利用政策を検
討できる枠組みでない． 
 本研究の当初の目的は，(i)全ての用途地域
を一体的に捉えて土地利用政策を検討する
ため，住居系・工業系・商業系の用途地域間
に存在する土地利用外部性を推計し，
(ii)Alonso 型モデルの意味で複数用途土地が
用途転用による需給の意味で連関している
と捉えて，複数用途の土地市場を一体的に分
析できる都市圏モデルを構築し，推計した土
地利用外部性の外部費用をパラメータとし
て用いた都市圏モデルを数値的に解析して，
ピグー課税等のインセンティブ政策を実施
したときと現行制度を比較・検証することが
可能な枠組みを提示し，土地を有効利用する
ための土地利用法制度を理論・実証の両面か
ら多角的に分析することである． 
 
３．研究の方法 
 本研究は，大きく分けると 3つのテーマに
分けることができ，それぞれ以下の研究方法
で分析を行う． 

(1)土地利用外部性に関する分析： 
 土地利用外部性に関しては，住居系地域に
おける密集市街地及び大規模住宅団地がも
たらす外部性，工業系地域がもたらす外部性
の 3種類について検討する． 
①密集市街地の外部性 
 本研究は，密集市街地の住環境水準の低さ
が住宅投資を抑制して，長期的視点から住宅
環境の水準をさらに低くするという内生性
の問題が存在すると仮定して，宅間(2007)を
基礎とした同時方程式モデルを構築する．こ
こでは，密集市街地の外部性の水準を表す代
理変数として住宅密度（densityl(i)）を採用し，
ヘドニック家賃関数の説明変数の一つの住
環境として用いる．一方，住宅密度は家賃収
入が低下による収益の低下が住宅投資を減
らして住環境（住宅密度）を悪化させると考
え，住宅密度関数の説明変数に家賃（R i）を
採用する． 

),,( )()()( ilililii DBUAdumdensitydensityZRR   (1) 

),( )()( iliil PRdensitydensity         (2) 

 住宅 iが含まれる地区 l(i)の土地市場の活況
を表す将来地価（P  l(i)）を操作変数に採用し，
同時方程式モデル（式(1)(2)）を推計する．詳
細は，宅間ら(2014)を参照されたい． 
②大規模住宅団地の外部性 
 少子高齢化は多くの先進国で共通する課
題であり，人口構成の変化は様々な問題を引
き起こす．小地域レベル（図 1）で見ると，
特別区内や都下東部においても高齢化水準
のばらつきが大きく，これは小地域レベルの
土地利用に起因すると考えられる．用途地域
制には 7種類の住居系地域があり，戸建て中
心の低層住居地域から大規模住宅団地が建
設可能な地域まで多様である．高度経済成長
期に建設された大規模住宅団地は画一的な
間取りのため，供用時に同質な家計が入居し，
同じような家族構成であるから，同じタイミ
ングで社会移動（例えば，大学入学・就職に
よる転居等）が生じて，多様な年齢構成の家
計が居住している戸建住宅地域よりも高齢
化が進みやすいと考えられる．また，地方自
治体の都市計画的な意味での都市政策（教育
施設や厚生・医療施設等の配置・再編）は小
地域レベルの人口構成に依拠し，その人口構
成が小地域レベルの土地利用に依存するの
であれば，大規模住宅団地が小地域レベルで
見て急速な人口構成の変化をもたらし，地方
自治体に過度な施設配置・再編をさせるとい
う外部性を引き起こしているすといえる．詳
細は，宅間・安藤(2013)を参照されたい． 

 
図 1東京都の小地域別高齢化率 



 本研究は，単一地域に関するコホートモデ
ルを多地域へ拡張し，国勢調査・小地域デー
タ及び出生率，死亡率等を適用して，小地域
レベルの純転入人口数を推計し，大規模住宅
団地が存在する小地域と存在しない小地域
において純転入人口率に差異があるかどう
かについて，性別・年齢階級別に平均値の差
の検定で検証する．併せて，大規模住宅団地
の有無が小地域高齢化率の差異をもたらす
かを平均値の差の検定で検証する． 
③工業系用地の外部性 
 基本となるモデルは伊藤(2009,2011)である．
工業系用地の土地利用外部性には，(i)周辺の
他の都市的用途土地へ及ぼす混雑や大気汚
染等の外部不経済，(ii)工業系企業への従事者
にとっての近接性（通勤利便性），(iii)集積の
経済などが考えられる．これらを考慮するに
は，工業地と他の都市的用途土地（例えば，
住宅地）を内包した理論的枠組みの構築が必
要となる．本研究では，上記(i)の外部不経済
と(ii)外部経済の土地利用外部性を対象とし
た分析を行う．基本的な考え方は以下の通り
である．工業系用地から離れた住居系用地が
非工場従事者と工場従事者で需要されてい
る（図 2）と考え，当該地区の居住者は外部
不経済により土地に対する最大支払意思額
が（図中のΔX）低下するが，工場従事者の
みは近接性による外部経済（図中のΔA）も
享受して最大支払意思額が上昇する．従って，
この同時性を考慮しない OLS分析では，工場
従事者と非工場従事者を識別しないため，図
中のΔXを推定できず，二種類の外部費用の
合計したもの（ΔX－ΔA）を推定しているこ
ととなる．本研究では，外部不経済のみを被
る住民と，外部不経済だけでなく，前述(ii)
の外部経済の二種類の外部性を被る住民（工
場従事者）を明示的に導入した同時方程式モ
デルを構築して，二種類の外部性を識別して，
負の土地利用外部性の外部費用を推計する．
詳細は，伊藤・宅間(2012)を参照されたい． 
 

 

 
図 2 ヘドニック推定のバイアス 

(2)都市圏モデルに関する分析： 
 宅間・安藤(1999)を基礎として，非住居系
用途の土地利用外部性を考慮することが可
能な，複数用途土地が Alonso型モデルの文脈
で隣接し，土地市場を一体的に捉えることが
できる枠組みを構築するため，非住居系用途
の付け値関数を導入する．具体的には，非住
居系用途を必要とする企業の利潤最大化行
動から，付け値地代関数及び敷地面積密度関
数を導出する．本研究では一企業一敷地と仮
定し，非住居系用途の土地利用外部性の水準
が，その敷地数（企業数）に依存すると考え，
非住居系用途が住居系用途にもたらす土地
利用外部性を表現し，その水準が発生源から
の距離に反比例に低減するとする．一方，住
居系用途の付け値関数は，家計の効用最大化
行動から導出する．宅間・安藤(1999)との違
いは，効用関数に非住居系用途で発生する土
地利用外部性の水準を表すパラメータを導
入することである．土地利用外部性の水準は，
非住居系用途に立地する企業数に正比例し，
その発生源からの距離に応じて反比例する
と考える．農地の付け値関数は，宅間・安藤
(1999)と同じく，農業生産活動を行い，都市
にある市場へ農業財を出荷すると考える．3
種類の付け値地代からなる土地市場の均衡
条件，農業財市場の均衡条件，工業財市場の
均衡条件，労働市場の均衡条件から，土地利
用や各市場の市場均衡を導出することが可
能となる．均衡条件式が多いため，解析的に
均衡解を導き出すことが困難であるが，数値
解析的には均衡解を求めることができ，土地
利用政策を分析するための基礎的枠組みを
構築する事ができる． 
 
(3)土地利用関連法制度に関する分析： 
 日本や米国等では土地利用規制の根幹と
なる制度として用途地域制（ゾーニング）が
採用されている．米国では，単に用途地域規
制を導入するだけでなく，「個別的事例にお
いて，当該規制によって被る損害が不当に過
大であり，かつ，それを免除することが公共
福祉から許容される場合には，当該規制を免
除する」という適用除外という特例制度が存
在する．こうした柔軟な措置は，画一的な用
途地域規制がもたらす弊害を軽減し，社会厚
生を改善させていると考えられる．本研究で
は，この視点から，適用除外制度の意義を確
認し，運用実態から問題点を検討し，日本の
土地利用規制に導入することの可能性を比
較法学的に考察する．詳細は，清水(2015)を
参照されたい． 
 
４．研究成果 
 密集市街地の実証分析で提案した同時方
程式モデルによる推定と既存研究で多用さ
れる OLS推定を比較したところ，家賃と住宅
密度の間に内生性が確認され，内生性の問題
を考慮した枠組みでは密集市街地の家賃が，
一般市街地と比較して，1.24%有意に低下し



ていることが検証された． 
 大規模住宅団地の実証分析からは，純転入
人口率が，男性（女性）の 10-14, 15-19, 20-24, 
25-29, 40-44（15-19, 20-24）歳階級において，
大規模住宅団地の無い地区よりも立地地区
のほうが有意に小さく，また，男女ともに
70-74 歳階級が大規模住宅団地の立地地区の
ほうが有意に大きいと検定され，加えて，大
規模住宅団地が無い地区の高齢者率の平均
値が立地地区のそれよりも小さいことが検
証された．これは大規模住宅団地の有無が立
地地区の人口構成を変化させることを示唆
し，大規模住宅団地の存在が地方自治体に施
設配置・再編を過度に引き起こす可能性があ
ることが示唆される． 
 工業系用地の外部性に関する実証分析か
らは，OLS 推定値（-0.107）よりも同時方程
式モデルの推定値（-0.158）が絶対値で大き
いことから，OLSでは過小推定していること
が示唆され，工業用途の土地利用外部費用は
OLSによる試算値（3,748円/㎡）が同時方程
式モデルによる試算値（5,535 円/㎡）よりも
1,787円/㎡だけ過小に試算された． 
 米国におけるゾーニング制度の例外措置
である適用除外の実態を調べ，ゾーニング変
更の法制度がもたらす効果と問題点を検討
したところ，適用事例を適用するための認定
基準に依拠することなく，適用除外を高い頻
度で認めており，土地利用規制の便利なツー
ルとして定着している．一方，認定基準に依
拠しない判断は，法権への侵害となり得るこ
とから，認定基準に基づいた適切な判断を下
すためのガイドライン創設等を提案した．上
記提案によって，適用除外はゾーニング制度
の趣旨を生かしつつ，柔軟な土地利用規制を
行うことが可能になると考えられ，この点か
ら日本の硬直的な土地利用規制を弾力的に
運営する一つの方向性が示唆される． 
 土地利用外部性を内包し，複数の都市的用
途土地を一体的に捉えた土地市場を分析で
きる基礎的な都市圏モデルを構築し，その都
市圏モデルに土地利用外部性に関する実証
分析から得られた知見を活用することで，本
研究が目的とする Alonso 型都市モデルの文
脈で空間的に連関する土地市場で，土地利用
政策を分析する基礎的な枠組みを構築した．
構築した都市圏モデルの解析が技術的に困
難であるが，土地利用政策を数値解析で検討
可能な枠組みを示したことは，効率的な土地
市場を目指す意味で十分な意義がある．今後
の研究展望は，より現実的な分析枠組みに拡
張し，現在の用途地域制に基づく土地利用政
策とピグー課税（ピグー補助金）によるイン
センティブ政策を比較検証して，社会厚生を
高める土地利用法制度を理論・実証の両面か
ら多角的に検討・提案することである． 
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